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制度・政策、ビジネス環境　国別要約表
国名：モルドバ 中小企業数、中小企業の産業に占める割合等

年
人口 2004 420万人
一人当たりGNI 2004 710ドル
インフォーマル経済の対GNP比 2004 45%
産業別比率 農業 2004 23.4%

鉱工業 21.4%
　　　製造業 16.1%
サービス業 49.9%

経済・社会に関する特記事項

中小企業政策・制度指標 ビジネス環境指標 モルドバ OECD平均
　　中小企業基本法の有無 「基本法」と呼べる恒久的な基盤は無いが、「起業家と企業に 　　起業所要日数 30日 19.5日

係わる法律」（2002年）と「小企業の自律発展と保護に係わる 　　起業のコスト（対一人当たり所得比） 17.1% 6.8%
法律」（1994年）を制定して、SME振興策の基盤としている。 　　ライセンスの手続き数 20 14.1

　　政策立案担当省・局 経済省SME振興局　（ただし人員数は5－10名規模） 　　ライセンスの手続き費用（対一人当たり所得比） 215.0% 75.1%
　　中小企業振興にかかる予算額 振興予算は少なく、税制・金融面での優遇もほとんど無い 　　法人が年間に払う税の項目数 44 16.9
　　中小企業・産業振興組織 SMEに絞った直接的な振興組織は無い。間接的支援機関として 　　税務所要時間 250時間 197.2時間

　－輸出振興協会（MEPO） 　　輸出所要日数 33日 12.6日
　－リストラ・工業支援庁及び競争力・生産性センター（ARIA-CPC) 　　輸入所要日数 35日 14.0日
　　

中小企業政策・制度にかかる定性的評価及び支援ニーズ ビジネス環境にかかる定性的評価及び支援ニーズ

中小企業の実態にかかる発展段階 2～3
中小企業政策・制度にかかる発展段階 2
ビジネス環境にかかる発展段階 2

他ドナーによる支援アプローチ
・EU-TACIS 「Support to SME Development」: 経済省SME振興局に対して、①中央と地方双方のレベルでのSME支援策の移転、②BDSの設立・運用支援を2003－2005年にかけて実施。

「Export Promotion Support」: 輸出振興機関（MEPO)に専門家を派遣し、同組織の能力向上と輸出振興に係わる具体的活動を通してSME振興の政策・制度面を間接的に支援。
・USAID 「BIZPRO」: ①BDSプロバイダーに対するビジネス・スキル開発、②民間ビジネス組織の強化を通じた政策・制度設計・運用に係わるアドバイスと支援、③マイクロファイナンス、

　　　　　　　の3つのコンポーネントから成り、その中で政策・制度面での支援を実施。

わが国による支援アプローチの提言

経済省の下に小規模ながらSME振興局があり、政策・制度面で一定の整備が進んでいるが、予算・人員面で
の制約が大きく、効果的かつ円滑な運用が実施されているとは言いがたい。国全体のSME振興プログラムに
基づき、州レベルでの地方SME振興プログラム（2002－2005年）が策定されているが、その具体性や効果的な
運用という点では疑問が多い。SME振興策については海外ドナーの支援（借款及び技術援助）に頼っており、
経済的基盤やインフラの未整備などと併せ、政策・制度面・ビジネス環境面での外部環境は極めて脆弱であ
る。政策・制度の効果的・効率的な実施・運用に関連して、中央政府と地方政府の双方のレベルにおける組
織･人員の能力向上と人材育成、制度的枠組みに係わる運用面での改善が今後一層、必要である。

一部地域での「ワンストップ・サービス」の導入等、独立当初に比べ改善されては
いるがビジネス環境全般で「時間とコストがかかる」状況が続いている。旧体制時
からの硬直的・過度の規制・許認可の存在と運用実態が汚職の温床になってお
り、政府機関のガバナンス強化が継続的な課題。小国で、ワイン産業や観光産業
等を除き潜在力の高い産業が少ないことやビジネス環境が相対的によくないこと
からFDI流入も限られている。特に地方レベルの政府機関のガバナンス強化・能
力向上、人材育成によるビジネス環境改善に係わる支援が必要である。

EU統合に向けた道を歩む小国で我が国との産業連関の可能性や必要性も無いことから、我が国が主導的に政策・制度面の支援に踏み込む必要性は低い。主要ドナーであるEUやUSAIDの動き
を見ながら効果的な補完を行うという視点で 、SME振興に係わる政策・制度の運用面の改革に係わる限定的な支援（専門家派遣や研修受け入れ）を必要に応じて実施することが望ましい。

SMEは市場経済移行過程で形成・発展。太宗は10名未満（売上300万レイ以下）
の零細企業（「小企業」と定義、「中企業」は10～50名（同1,000万レイ以下））。SME
数は21,351社（2002年）で全企業数の90％、雇用者数の26％、売上額の29％を占
める。90％が民間企業で、70％が首都キシニョフに、残り30％が地方に立地。

中小企業の実態
旧ソ連時代の国有企業による重工業（機械生産）中心の経済から食品（農産物）
加工を始めとする農業関連産業や軽工業中心の経済に移行しており、その中で
雇用の受け皿としての新規起業家やSMEの重要性が増している。卸売･小売の
サービス部門を筆頭に、農産物加工、繊維･アパレル、製靴等のセクターの企業
が中心だが、インフォーマルな個人事業者･零細企業が多く存在し、法的･制度的
環境を整備して合法的な経済主体としてのSMEセクターの形成･育成を図ること
や、個別企業の経営・技術能力の向上を促進することが急務となっている。

旧ソ連市場経済移行国の最貧国の一つ。旧ソ連時代のインフラ整備による一定の資本ストックが存在し、豊
かな農業･牧畜基盤もある。移行初期の混乱に伴うインフォーマル経済増加と経済規模縮小が続いたが2000
年から成長過程に回帰。100万人規模の海外労働者による送金が重要な外貨獲得･経常収支均衡要因。
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モルドバの金融事情

（１）金融システム全般 （６）ドナーの姿勢

（４）マイクロファイナンス

（２）政府･中銀の姿勢

（３）金融機関の姿勢 （５）中小企業の現状

注１）民間商業銀行、マイクロ･ファイナンス銀行（MFB）、SCA（Saving /Credit Association；貯蓄金融組合の3種の金融機関合計では約55行

世銀グループのIFCは中小企業金融に関連して以下の
ような支援を実施している。第1はMECに対する10万ド
ルの出資と90万ドルの2ステップローンの実施であ
り、第2は３商業銀行（Moldindcombank、
FinComBank、Victoriabank）を通じた中小企業向けの
2ステップローンの実行とそれに伴う技術移転であ
る。うち、Victoriabankへの2ステップローンはEBRD
との協調融資である。そのEBRDは、ProCreditや商業
銀行、或いはノンバンク金融機関を慎重に選択の上、
それらを通じてマイクロファイナンスを支援してい
る。
また、IFCはUSAID、EBRD、IMI（ドイツ）等と協調し
て出資･設立した中小企業を対象とした投資ファンド
WNISEF（Western NIS Enterprise Fund）を通してモ
ルドバの中小企業金融を支援している。
USAID （BIZPRO）は３種の金融機関（民間商業銀行、
マイクロ･ファイナンス銀行（MFB）、SCA（Saving
/Credit Association；貯蓄金融組合））に対して、
マイクロ･ファイナンスの審査及び貸し付け業務に係
る戦略･ノウハウの普及、移転、能力向上を図ってい
る。

同国には金融機関が16行あるが注１） 、上位5行が資産
の70%を占めている。銀行セクターの成長は著しく、
04年度はネットローンが25.3%増加、預金は38.3%増加
している。また、数年来、銀行行政に様々な改革がな
され、最低資本金の増額や適切な融資と財務管理を目
的として規制改正もなされた。しかし、銀行の所有者
が不透明性なこと、未熟なコーポレートガバナンス、
貸出及び市場リスク評価能力の欠如等の基本的な欠陥
も指摘されている。
小規模事業への貸出は後記の通り、MFIｓが重要は役
割を果たしているが、その他のノンバンク金融機関の
発達は依然遅れたままである。05年4月、議会はEBRD
の支援を得てリース法案を採択したものの、約12社あ
るリース会社は銀行子会社であその業務規模は小さく
大半は自動車リースの域を出ていない。

政府は、外国のドナー支援を得て制度整備等を行なっ
ているが、予算や人材面の制約も大きい。そのため、
中小企業振興支援においても、あくまで民間のイニシ
アティブを主体として、これを中央や地方の政府が間
接的･限定的に支援しているのが現状である。

外国のドナーの支援を受けて、中小企業金融に付いて
の一定の枠組みが形成されつつあるが、必ずしも中小
企業が使いやすいレベルに達したとは言えない。
主要商業銀行は、いずれもEBRDの2ステップ･ローンの
枠組みを利用したマイクロ･クレジットを扱っている
が、あまり熱心でない。例えば、モルドバ最大の銀行
AgroIndustrial Bankでは、その貸出残高約7000万ド
ルのうち中小企業向はわずか400万ドル程度と推定

される。EBRD等が顧客対応、審査ノウハウ等に関して
技術支援（トレーニング）を行っているものの、大口
融資に慣れた大手商業銀行の審査担当者のマインドを
変えることは容易でないとされる。

同国でもマイクロファイナンスは健全な金融市場形成
の核と言えるが、金融機関もマイクロファイナンスに
係る知識・ノウハウが不足している。全資産に対する
マイクロファイナンスの位置付けやクレジット･スコ
アリング等のノウハウの伝授も必要とされている。
金融機関の中で、99年に設立されたMicro Enterprise
Credit（MEC）は同国唯一の零細企業向け専業の金融
機関であり、10店舗と50名のスタッフとを有し、貸出
残高は約500万ドルで、過去4年間、年率100％以上の
伸びを記録し、今後も年率30－50％の増加が期待され
ている。主要商品は2,000-3,000ドル程度の無担保
ローンであり、最も利用が多いのは1,000ドル以内の
エクスプレス･ローンである。MECの設立とその後の経
営では、ドイツの投資会社IMI及びその子会社のIPC
（経営コンサルティング会社）がルーマニアやブルガ
リア、CIS諸国での金融機関の設立と経営で培った経
験とノウハウを移転してきた。

移行経済国では、マイクロファイナンスは健全な金融
市場形成の鍵となっており、しばしば零細・小企業が
中小企業へ脱皮する第一歩となっている。モルドビア
の製造業では、小企業が全製造企業数の87%、売上の
22%、（2003年）を占めており、商業部門では其々
94%、32%となっており、高い管理コストと担保不足か
ら商業銀行が一般には興味を示さない小規模事業への
貸出はこれらのマイクロファイナンスが担っている。
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制度 ・政策 、ビジネス 環境 　国別 要約 表
国名 ：ニカラグア 中 小企業 数、中小企 業の 産業 に占 める割合 等

年
人口 2004 560万人
一人 当たりGNI 2004 790ドル
インフォーマル経 済の 対GNP比 2004 45%
産業 別比率 農 業 2004 17 .1%

鉱 工業 2004 24 .7%
　　　製 造業 2004 13 .8%
サ ービス業 2004 58 .2%

経済 ・社会 に関 する特 記事 項

中小 企業政 策・制度指 標 ビジネス環境 指標 ニカ ラグア OECD平均
　　中 小企 業基本 法の 有無 不 明 　　起業所 要日 数 42日 19.5日

 　　起業の コスト（対 一人 当たり所得 比） 139.1% 6.8%
　　政 策立 案担当 省・局 不 明 　　ライセンスの 手続き数 12 14.1

 　　ライセンスの 手続き費用 （対 一人当 たり所得 比） 1,243.8% 75.1%
　　中 小企 業振興 にかか る予 算額 n.a. 　　法人が 年間 に払う税の 項目 数 64 16.9
　　中 小企 業・産 業振 興組織 不 明 　　税務所 要時 間 240時間 197.2時 間

 　　輸出所 要日 数 38日 12.6日
 　　輸入所 要日 数 38日 14.0日
　　

中小 企業政 策・制度にか かる定性 的評 価及び支 援ニ ーズ ビジネス環境 にかかる定 性的評 価及 び支援 ニーズ

中小 企業の 実態 にかかる発 展段階 1
中小 企業政 策・制度にか かる発展 段階 1
ビジ ネス環 境にか かる発展 段階 1

他ドナーによる支援 アプローチ
・世銀 -IFC ・ IFCは民 間セ クター開発 に関連 する4つの 主要 分野の 内、「金融 ・証券 セクター強化」についてビジネス環 境改善 の視 点か ら「資産 権の 確立 」を始 めとする制 度設計 ・運 用支援 を実施

・世銀 はPRSPの「制 度整 備とガバ ナンス強 化」に関 連して 、「Econom ic Management TA Projec t」を中心 に政 府機 関・公 務員 による財政 支出 に係 わる事務 手続 きの 円滑 化、透 明化
　を始 めとする制 度設計 ・運 用支援 を実施。公務 員全体 をカバーし、特に産 業・中 小企 業振興 に特化 するもの ではない。

わが 国による支 援アプローチの 提言

世銀 やIFCが PRSP推 進の ための 、公 務員や 政府 機構 のガバナンス強化 や制 度改革 を進めており、これらの枠組みの重要部分に特化 する形で、司法制 度改革 、法 制度改 革と円滑 な実施 に係わ
る専門家派遣や研修などが 有効と考えられる。クラスター強化の必要 性と、それら分野 における貿易 ・投資促進 の必要性も高いことから、農産物加工 や観光などの セクターを絞った分 野での 政
策・制 度の 設計 ・運用 に係 わる専門家派遣、研修等 も考えられる。米国 、メキシコとの 経済 連携強化 が進む国とは いえ、規模が 小さく我が 国産業界との連 関もさほど強まるとは考えにくいことから、
大規模投入 を行うので なく、個別毎の即効性の期待できる支 援を確実 に実 施してゆくことが妥当と考えられる。

政 府機関 のガバナンス欠如 ・汚職問題を背景に、ビジネス環 境は悪い。政府 の機
構 改革、体質改善、モラル向上、監視メカ ニズムの 強化 や司法 制度 の改 革・能力
強 化等、ビジ ネス環 境の根幹に係 わる支援 ニーズが広く存在する。同時に、中米
統合機構 や米国、メキシコ等 との 経済 連携強化を進 めて、その恩恵を受けるため
にも、貿易・投資促進に係わ るビジネス環 境整備 を制度の 設計 （改訂 ）と円滑な 手
続 きの 実現、という面か ら急ぐ必要がある。

中 小企業 の定義や零細 ・中小 企業 数等は 不明 。労働人口 の40%近くが1次産業従
事者で、コーヒー、サトウキビ等の 農産物と一部の 鉱物資源以外に有力な資源が
無く、経 済のサ ービス 化が 進む中 でインフォーマルな サービス業が零細 ・中小 企
業 の太宗を占めると見られる。

中 小企業 の実 態

製 造業の GDPシェアは15－25%で約半分は コーヒー、砂糖、その他 農産 資源を利
用 した食品加工と推定されている。食品加工以外に観光、繊維 ・縫製、木工製品
等 が有望クラスターと見られているが、インフォーマル なサービス業 が零細・中 小
企 業の大半で 、製造 業企 業の多くが投資 不足と人材 ・経営能力不足の問題を抱
えて いると見られる。国 全体 の金 融システムが脆弱なため、フォーマル な零細 ・中
小 企業で も財務面の脆弱性 を抱えていると見られる。

内戦後に重債務貧困国か らの卒業と安定成長への移行に成功したが、政治の 不安定性 とガバナンス問題が
ネックで継続 的・効果的 な政策 が取られず成長は緩やか 。2001年 にPRSPを策定 したがその 進捗は遅い。農
業、金 資源以外に目 立った産業 が無く製造 業シェアの低下とインフレ率 ・失業 率の高止まりが続 いている。

PRSPに「制 度整 備とガバ ナンス強 化」が謳われており、中小 企業政 策以前に政府 全体 の政 策策 定・実 施能力
の不足が課題である。施 策実 施・管理機 関におけるガバナンス欠如 ・汚職も問題でインフォーマル経 済の増加
を招いている。零細・中小 企業政 策を主管する責任省庁は 不明 で、効果的・継続的 な中 小企業 振興 策を展開
する状況に無いと見られる。民 事法 制度 や司法（裁判所 ）システム等 の企 業家の基 本的権利を確保するため
の枠組みが 機能して おらず、政策 ・制度 に関 連する枠組み作りと実践の両面で対応すべき課題は山積して い
る。観光、繊維 ・縫製 、木工 製品等の 有望クラスターの競争力強化 が謳われる一方、中米5カ国、メキシコ、米
国との経 済自由化の流れを受けて自由加工貿易区がつくられるなど、一部に中小 企業を含めた民 間製 造業
の投資・貿易促進を図る動きもある。
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ニカラグアの金融事情

（１）金融システム全般 （６）ドナーの姿勢

（４）マイクロファイナンス

（２）政府・中銀の姿勢

（５）中小企業の現状

注１）National Development Planで言及

世銀はPRSPを通じた支援の一環として、COSUDE/スイ
ス、IDB、USAID等と緊密な連携を取りつつ、多くの後
進性を残す金融システムンの改革に乗り出している。
その一つは銀行・その他金融機関監督局の金融機関監
督力の強化、情報交換制度の向上、報告制度の法的枠
組みの設定等である。また、FMIｓへの指導も行って
いる。

同時に、現行の地方及びマイクロファイナンスセク
ターへの関与の改革を目指し、Finaciera
Nicaraguense de Inversiones (FNI)にリスクを負担
させつつ漸次マイクロファイナンスへの関与強化、地
方金融基金（Fondo de Credito Rural）の改革等を挙
げている。
しかし、現実にはSIBOIFは監督に係る専門性と人材不
足に直面しており、多数の小口貸出を扱う金融機関の
監督などはできていない。法律が中小企業向け貸出の
金利を非常に低く抑えているため、金融機関は管理コ
ストをカバーしようと中小企業から様々な手数料を
取っているが、このような業務の不透明性へのメスは
入っていない。

政府は、金融セクターの未整備が、特に、地方の零細
企業や家計に関係する与信や支払いのコストが高いこ
とがフォーマルな金融への妨げになっていると懸念し
ている。

政府は、03年央より、マイクロファイナンス注１）の法
的・制度的な変革に焦点を当てて、金融セクターの健
全性の確保と業績の向上のための取り組みを始めてい
る。政策の主な目的は、家計や企業家の金融へのアク
セスを拡大、金融機関の公正な競争の促進、インセン
ティブやインフラの整備、監督の対象になっていない
金融機関を管理下に入れることである。

マイクロファイナンスに関しては、不適切な法規上の
枠組みが存在している。最近議会を通過したマイクロ
ファイナンス法では、適切な監督がされていないMFI
ｓにも預金受け入れを認めている。NGOのMFIｓとっ
て、当局の監督下で預金受け入れが可能な機関への組
織転換を図るプロセスが明確ではない。一方、もっぱ
ら儲けを優先し当局の監督を受けたくないMFIｓに
とっては、当局の監督下に入ることは、コスト負担が
増すだけの魅力のないものと映っている。

政府の国内外での巨額の借入れが国家予算を侵食し、
市場金利を高水準に据え置き、民間の投資資金の調達
を圧迫している。加えて、銀行セクターの様々な不備
の結果、中小企業、特に地方の中小企業には、借入や
預金送金等で高いコストを強いる結果となっている。

銀行の貸出姿勢は非常に保守的で、このところ銀行シ
ステム内の流動性が増加しつつあるものの、担保依存
の伝統的な体質が再び顕著になり、信用力のある顧客
へのみ貸出す構造となっている。同時に、商業銀行が
零細・小企業を顧客とする場合に障害となる規制も存
在する。信用組合には明確な法規の枠組みも監督制度
もなく、健全な発展を妨げている。
また、信用情報機関がなく、与信に際して金融機関は
銀行内部の顧客情報に主な情報とせざるを得ない。銀
行・その他金融機関監督庁（（Superintendency of
Bank and Other Financial Institution　/SIBOIF）
は公開信用登録を行っているが、制度として近代的と
は言い難く、調査に1週間以上も懸かり、個々の借入
人の名寄せが出来ているわけでもない。
その他、預金準備金や預貸規制等の規則はなく、利益
相反行為や流動性に係る規制も、明確な会計基準もな
い。一部の金融機関は顕著な成長を遂げているが、法
規が未整備な状態では、金融システムの健全な発展は
不可能ともいえる。
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制度・政策、ビジネス環境　国別要約表
国名：南アフリカ 中小企業数、中小企業の産業に占める割合等

年
人口 2003 4,580万人
一人当たりGNI 2003 3,630ドル
インフォーマル経済の対GNP比 2003 28%
産業別比率 農業 2004 3.4%

鉱工業 31.8%
　　　製造業 20.0%
サービス業 64.9%

経済・社会に関する特記事項

中小企業政策・制度指標 ビジネス環境指標 南アフリカ OECD平均
　　中小企業基本法の有無 National Small Business Act 　　起業所要日数 38日 6.5日
　　政策立案担当省・局 　　起業のコスト（対一人当たり所得比） 9% 6.80%

　　ライセンスの手続き数 18日 14.1
　　中小企業振興にかかる予算額 n.a. 　　ライセンスの手続き費用（対一人当たり所得比） 37.50% 75.10%
　　中小企業・産業振興組織 小規模企業開発公社（SEDA） 　　法人が年間に払う税の項目数 32 16.9

　　税務所要時間 350時間 197.2時間
　　輸出所要日数 34日 12.6日
　　輸入所要日数 31日 34日

　　
中小企業政策・制度にかかる定性的評価及び支援ニーズ ビジネス環境にかかる定性的評価及び支援ニーズ

中小企業の実態にかかる発展段階 2～3
ビジネス環境にかかる発展段階 3
中小企業政策・制度にかかる発展段階 2～3

他ドナーによる支援アプローチ
・EU
・IFC

わが国による支援アプローチの提言
SEDAに対して、日本の中小企業政策・施策について研修等を実施したり、零細企業の底上げのための戦略策定のための技術支援をすることは有効と考えられる。

企業登記手続きに対する技術支援

n.a.

企業はビジネス環境にかかる問題はほとんどないと感じている。司法システムも
信頼でき、特段の税金、汚職、規制の問題もない。問題とされている分野は、為
替相場が不安定で、労働に関する規制が強く、犯罪率が高いことである。

SEDAは、Ntsika Enterprise Promotion Agecy、National Coordination of the Manufactureing Advisory Center
等の組織を合併して作られた、中小企業振興にかかる統合的組織であり、Local Business Service Centersと
いう地方ネットワークをも持つこととなった。しかしながら、SEDAは未だ新しい組織であることから、政策決定及
び実施の能力の強化を図っていく必要がある。なお、中小企業の産業全体に占める割合が明確でなく、零細
企業の実態が既存資料から定かでない一方で、インフォーマル経済の比率が比較的大きいことから、政府に
よる施策が届いていない零細企業がかなり多いものと推定される。

法律面、組織面においてSME振興を支援。

中小企業の実態

国民一人あたりGNI は、サブサハラアフリカの中では非常に高く、経済構造はサービス業の比率が高い。基本
的なインフラの状況に関しては、比較的良好であるものの、貧困地区の電力供給や衛生状況に問題が残って
いる。一人当たりGDP成長率は1994年から2003年には平均1％程度と、着実ではあるが低い成長を遂げてい
る。

産業は資本集約的で労働賃金も高いが、労働生産性も高いことから一人当たり
の付加価値が高くなっている。

貿易産業省Enterprise and Industrial Development Division
Enterprise Organisation Division
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南アの金融事情

（１）金融システム全般 ２）政府･中銀の姿勢

（５）中小企業の現状

I-Sギャップ（GDP比）　　　　　　　　　　　　単位：％

（３）金融機関の姿勢

出所：国際金融情報センター：南ア準備銀行Quarterly Bulletin （６）ドナーの姿勢

南アの事例紹介

企業向け融資構造

（４）マイクロファイナンス

出所：Adapted from Roussos and Ferrand: 1999)

注１）1994年世銀報告Reducing Poverty in South Africa

注３）大半が6千ランド止まり。大口の個人事業者向けでは50千ランド以下。

注４）金額的には10～50千ランドの借入人

注５）1961年にラテンアメリカの貧困削減を目指して学生が立ち上げた組織で、最も古い国際的マイクロファイナンス機関の一つ。

注２）中小企業向け融資額は、大雑把には50～1,000千ランド或いはそれ以上。大手４行の中小企業むけ融資比率は約5%（推定）。なお、投資する場合は中堅企業が対象で、リターンは30％以

上を目指している。

零細企業への金融はNGOが行っているが、経営基盤は
脆弱でサービスの安定性に欠ける。
99年に、マイクロファイナンス規制委員会（MERC）へ
の登録を条件に高利貸法の適用を免除する法律が制定
したことで、商業銀行をはじめとして、低・中所得者
貸出市場への大規模な参入が起こり、マイクロファイ
ナンス業界の構造変化と厳しい競争が出現している。
それでも、零細・小企業向け貸出の全体に占めるシェ

アーは依然として低いが、個人名義で借りた資金を業
務に利用しているケースも考えられ実態は推測し難
い。

零細・小企業の中には、他に就職口が無くやむを得ず
起業したオーナーも多く、大多数は借入れに関する事
業規模に合った借入れ、無理のない返済、長期的な節
約等の基礎的知識も経験もない。半官半民の金融機関
の大半は中小規模の企業を相手としており、生業・零

細な企業は借入れであっても出資でもNGO注３） や家
族・知人に頼らざるを得ないのが現状である。一般
に、企業規模が小さいとフォーマル企業であってもイ
ンフォーマルでも、フォーマル金融へのアクセス難し
い。
中小企業のために多数の資金融資プログラムが準備さ
れ、その効果は次第に大きくなっているが、歴史的に

差別を受けてきた零細・中企業の金融注４） へのアク
セスは依然限られており、女性企業家も同様の障害に
直面している。

IFCはACCION や地場開発コンサルティング会社の協力
を得てMFIｓを立ち上げている。また、南アフリカに
おける金融セクターにおけるBlack Economic
Empowermentを支援するための大手金融グループの一
角を占める FirstRand等への貸出も行なっている。

３実施機関の事業の底流にある考え方と事業参加事情
を表にすれば、以下のようになる。

南アの富の偏向を見ると、全国民の10％の層がGDPの
51％を占め、40％を占める貧困層はGDPの5％を占める
に過ぎない。また、極貧困層は黒人では50％を占める

が、白人では2％である注１） 。
このような環境下、雇用問題が改善せず雇用者所得が
伸び悩む一方、国民の消費は拡大して、世界的に見て
も貯蓄率が低い状態は一向に改善せず、マクロ経済戦
略（GEAR）の金融政策では、実質金利を維持すること
で貯蓄を向上させる必要性が指摘されている。貧困層
へ所得配分を進めて家計の貯蓄率向上を図り、中小企
業を含め民間企業が必要とする資金が円滑に得られる
環境の整備が望まれる。この現状を総貯金率とI-S
ギャップの簡単な表にすれば以下の通りとなる。

南アでは、90年の銀行法により銀行はユニバーサル銀
行として預金・貸出・証券業務等幅広く金融サービス
ができる。現状は、4大銀行の寡占状態にあり04年9月
末現在の銀行資産のシェアーで言えば82.2％を占め、
この傾向は今後も続く見込みである。南アの企業向け
融資構造を貸出期間と企業規模とで図式化すれば以下
の通りとなる。

政府が設立した主な中小企業金融機関には、Khula
Enterprise Finance Ltd.、National Empowerment
Fund Corporation (NEF)、Industrial Development
Corporation (IDC)等がある。また、中小企業信用補
完としてはKhulaが主導的な役割をはたしており、黒
人企業家中心の商工会議所NAFCOC等とMOUを締結する
ほか、Canada Fund等外国のドナーのプログラムにも
参加してフォーマル金融を利用する中小企業を開拓中
である。
一方、中小企業のための証券市場としては、84年に開
発資本市場（ＤＣＭ）を、89年にはベンチャーキャピ
タルのための市場（ＶＣＭ）を設立したが流動性がき
わめて低く、ヨハネスブルグ証券取引所は第3市場
（ALTX）を03年10月に立ち上げることで黒人起業家を
中心とした中小企業の資金調達の便宜を図っている。

商業銀行 、マーチャントバンク、ファクタリング会
社、リース会社を含むフォーマルな金融機関が中小企
業金融の対象とするのは主に小・中企業であり、稀
に、小規模な銀行や大手商業銀行の地方支店が零細企
業向け貸出も行っていることもある。しかし、概して
商業銀行は中小企業向けローンの実態を公表したがら
ない。
銀行の業界団体は、黒人経済エンパワメント（BEE）
政策に歩調をあわせて、03年に｢金融サービス憲章｣を
作成した。５年以内に各金融機関の資本の10％を黒人
の所有とすること、黒人所有の中小企業への貸出の拡
大すること、黒人低所得者への金融サービスの拡大等
を謳っている。

 95年 00年 01年 02年 03年 04年 

総貯蓄率 16.5 15.8 15.4 16.8 16.7 14.4 

うち、家計貯蓄 1.1 0.8 0.6 0.4 0.8 0.5 

うち政府部門 -4.2 -2.2 -0.8 -0.8 -1.6 -2.2 

 -1.5 -0.2 0.1 0.7 -1.5 -3.2 
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Stakeholderの個別事情 キーワード
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制度・政策、ビジネス環境　国別要約表
国名：タンザニア 中小企業数、中小企業の産業に占める割合等

年
人口 2005 3,590万人
一人当たりGNI 2005 330ドル
インフォーマル経済の対GNP比 2005 58%
産業別比率 農業 2004 44.8%

鉱工業 16.7%
　　　製造業 7.4%
サービス業 38.6%

経済・社会に関する特記事項

中小企業政策・制度指標 ビジネス環境指標 タンザニア OECD平均
　　中小企業基本法の有無 なし 　　起業所要日数 35日 6.5日
　　政策立案担当省・局 　　起業のコスト（対一人当たり所得比） 161% 6.80%
　　中小企業振興にかかる予算額 n.a. 　　ライセンスの手続き数 26 14.1
　　中小企業・産業振興組織 Tanzania Investment Center 　　ライセンスの手続き費用（対一人当たり所得比） 4110.00% 75.10%

Small Industries Development Organisation 　　法人が年間に払う税の項目数 48 16.9
Tanzania Industrial Research and Development Organisation 　　税務所要時間 248時間 197.2時間

　　輸出所要日数 30日 12.6日
　　輸入所要日数 51日 34日

　　
中小企業政策・制度にかかる定性的評価及び支援ニーズ ビジネス環境にかかる定性的評価及び支援ニーズ

中小企業の実態にかかる発展段階 1
ビジネス環境にかかる発展段階 1
中小企業政策・制度にかかる発展段階 1

他ドナーによる支援アプローチ

・世銀

BEST プログラムへの支援

わが国による支援アプローチの提言

・DFID、Dania、SIDA、オランダ政府

企業のフォーマル化を進めることのニーズが高いと考えられるが、BESTプログラムがBRUにより実施されていることから、当ユニットの動向及び援助調整に留意するべきである。その流れの中で、
政府内部の実施体制(工業貿易省傘下のBusiness Registrations and Licensing Agency等）、あるいは、投資センター等に対するキャパシティ･ビルディング（研修や技プロなど）を実施するのが効果
的と考えられる。

270万の零細・中小企業があり、うち98％は従業員5人未満の零細企業である。企
業数で12％を占める大企業はGDPの38％、雇用数の20％を占めている。

ビジネスに関する強い規制が、ビジネスのフォーマル化を著しく阻害しており、改
善の必要性が高い。首都でしか起業やライセンス取得の手続きができず、所有権
や契約の履行に関する法律の執行が不確実である。土地登記システムも極めて
非効率である。

タンザニアの産業政策であるBusiness Environment Strengthening for Tanzania (Best) Programを、各国ド
ナーがが支援しているが、President’s Office of Planning and Privatization (POPP)のBetter Regulation Unit
(BRU)が、（BEST Steering Committeeの下で）BESTの管理責任を担っている。一方、工業貿易省は2002年に
SME振興政策を作り、SMEデータベースの構築を世銀の支援のもとで行っている。

Private Sector Competitivenss Projectにおいて、登記窓口の一本化、土地登記行政の改善、商業法規の執行改善のためのトレーニング、労働法の改善、TICの強化、工業貿易省
におけるSMEデータベースの構築

中小企業の実態

GDP成長率は近年平均6.7%と順調であり、一人当たりGNPも97年の210ドルから2004年330ドルと順調に推移
している。輸出も2000年以降平均11％の成長を示しており、カシューナッツといった伝統的品目に加えて、魚、
金、観光、園芸といった非伝統的品目の成長が著しい。マクロ経済の安定や貿易自由化が進んでいるか、未
だ不十分ではある。

インフォーマルセクターが雇用の70％、GNIの58％を占めると言われており、国家
経済の半分以上が法律の枠外で行われていることになる。労働者の教育水準が
低く、周辺諸国に比べて生産性が低い。企業間の水平的、垂直的リンケージが非
常に低いが、その原因にはインフラ整備の遅れもある。

工業貿易省MSME政策ユニット
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タンザニアの金融事情

（１）金融システム全般

（６）ドナーの姿勢

（３）金融機関の姿勢

（４）マイクロファイナンス

（２）政府･中銀の姿勢

（５）中小企業の現状

注１）CIDOは信用保証業務を最近開始し、財務省より20億TZS（04/05年度）資金支援を受けている。

注２）監査人は活動中のCPAとしてNational Board of Accountants and Auditorsに登録して証明書を所持しなくてはならない。

注３）東アフリカでは最大のマイクロファイナンス機関。また、MEDA（事業に携わるキリスト教徒の協会であるMennonite Economic Development Associates）は1994年にタンザニアのMbeya
で新しくマイクロファイナンスを始めた。

Development Fund支援）等、数多くの中小企業調査が
なされているが、資金調達へのアクセスの問題と成長
のための資本金不足は常に課題となって挙っている。

多くのドナーが中小企業向け金融のための基金を設立
している。DANIDA（デンマーク）や SIDA（スウェー
デン）はVenture Capital Fundsへの出資や地方銀行
であるCRDB銀行への資本参加をしている。その他、
SIDAは、また2つのMicro-Finance institutionsに資
金を出しており、African Development Bank (ADB)は
Coast、Singida等低所得の5地域でのMFIsに資金を出
している。

政府は91年に銀行・金融機関法を改正して銀行の多く
を民営化したほか、金利も自由化した。銀行の規制緩
和の流れ中で、同年、預金信用組合の設立が許可に
なった。中銀によれば、中小企業の主な外部資金の調
達源は以下の通りである。
①政府予算による特別スキームとして、Small

Industrial Development Organization（SIDO ）注１）

が運営するNational Entrepreneurship Development
Fund、地方政府のDistrict Development Funds、
Women Credit Activities’ Fund等
②Micro Finance Institutionsとして、PRIDE、
Presidential Trust Fund、SIDO等
③中小企業金融を行なう主な商業銀行として、CRDB
Bank, National Microfinance Bank等
④地域金融機関として、Ruvuma Region（南部タンザ
ニア）のMbinga Community Bank、Iringa Region（南
部高原地帯）のMufindi Community Bank等
⑤有償または無償の信託、基金として、Diamond
Trust Fund; Tanzania Gayby Trust
⑥預金信用組合(SACCOS)

MKUKUTAとして知られる現行のNational Strategy for
Growth and Reduction of Poverty in Tanzania
(NSGRP) は貸出等の経営資源提供の他、分野毎の中小
企業のニーズに合わせた支援を行なっている。また、
政府は、01年に、零細・小企業を含む低所得者のニー
ズに対応して便利で使い勝手の良いマイクロフィナン
スの提供を目的としたNational Micro Finance
Policyを策定した。関係機関として財務省、中銀のほ
かノンバンク金融機関、預金信用組合（SACCO）が参
加している。

02年の会社法は、企業の監査人注２）に、決算が会社法
に則って正しく行なわれたことを経営に報告する義務
を課しているが、売上・資産規模が一定額以下の企業
には免除している。

タンザニアでは企業数の80％以上が小企業であり、少
数が中企業である。中小企業が銀行システムからどれ
だけ融資を受けているのかを示すデータはないが、担
保不足もあり、その金額は大きくはないと思われる。
99～01年のデータで見ると、全体貸出残高の20～30％
が鉱業と製造業向けであり、残り20～30％が商業で
あった。中心的産業である農業部門への貸出は10％以
下であったが、近年、商業銀行が注力し始めており、
02～03年にはシェアーが10％を上回った。

近時、CRDB銀行は、特に、MFIｓ(SACCOS)を通じて小
規模農業者への貸出を推進している。NGOもマイクロ
ファイナンスに参加しており、現在18千の零細企業に

融資している。MFIｓのPride Africa 
注３）

は２大プロ
グラムを運営して９千のメンバーを有し、MEDAは
Juhudiya Akina Mama Schemeを運営して4千のメン
バーを抱えている。

経済成長や貧困削減において重要な役割を果たすと期
待されているものの、現実の中小企業は規模の小ささ
や経験の浅さから多くの困難に直面している。
University of Dar-es-Salaam、2003 SWISSONTACT
Survey、Integrated Industrial Programme for
Tanzania（UNIDO支援）、Kuzilwa (2003) Survey of
Enterprises （National Entrepreneurship
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制度・政策、ビジネス環境　国別要約表
国名：チュニジア 中小企業数、中小企業の産業に占める割合等

年
人口 2004 990万人
一人当たりGNI 2004 2,630ドル
インフォーマル経済の対GNP比 2004 38%
産業別比率 農業 2003 12.5%

鉱工業 28.7%
　　　製造業 18.3%
サービス業 58.8%

経済・社会に関する特記事項

中小企業政策・制度指標 ビジネス環境指標 チュニジア OECD平均
　　中小企業基本法の有無 なし 　　起業所要日数 14日 19.5日
　　政策立案担当省・局 工業・エネルギー・中小企業省（10人以上の企業） 　　起業のコスト（対一人当たり所得比） 10% 6.80%

雇用省（10人以下の企業） 　　ライセンスの手続き数 21 14.1
　　中小企業振興にかかる予算額 年間2千万ドルの投資補助金（産業レベルアッププログラム） 　　ライセンスの手続き費用（対一人当たり所得比） 340% 75.10%
　　中小企業・産業振興組織 投資促進庁（API)中小企業支援センター（CAPMI) 　　法人が年間に払う税の項目数 31 16.9

海外投資促進庁（FIPA) 　　税務所要時間 112時間 197.2時間
　　輸出所要日数 5日 12.6日
　　輸入所要日数 33日 14日

　　
中小企業政策・制度にかかる定性的評価及び支援ニーズ ビジネス環境にかかる定性的評価及び支援ニーズ

中小企業の実態にかかる発展段階 3
ビジネス環境にかかる発展段階 3
中小企業政策・制度にかかる発展段階 2～3

他ドナーによる支援アプローチ

・世界銀行

・EU

わが国による支援アプローチの提言
ビジネス環境に関しては、世銀及びEUが中心となって改善に取り組んでいるところである。中小企業基本法はないものの、事実上工業・エネルギー･中小企業省が中小企業振興を中心となって実
施しており、全体としての連携はとれている。ビジネス環境、中小企業の政策・制度面においてわが国が特に貢献できる事項は見当たらない。

構造調整融資を通じて、オフショア・オンショア企業の差別の撤廃、非関税障壁のEUとの整合、税関・商業の規制の合理化、労働市場の柔軟性の向上等に取り組んでいる。
産業レベルアッププログラムの推進のための技術・資金協力

製造業の中小企業数は、雇用者10人～19人1,236社、20人～49人1,713社、50人
～99人1,081社、100人～199人806社、200人以上426社となっている。

APIのもとワン･ストップ･ショップが達成され、企業登記が促進されている。が、金
融、土地にかかる規制や建設規制がビジネスを阻害しており、スタートアップに2
年かかるといった報告もある。会社の最低資本金が、一人当たり所得の350％と
なっていることも起業を阻害している。労働者の解雇に関する規制が強すぎて、
労働力のインフォーマル化を招いている。民間投資は不十分であり、産業レベル
アッププログラムによる投資インセンティブも、企業の本格的投資を生み出すには
至っていない。

工業・エネルギー・中小企業省に中小企業振興政策の専門部局はないが、工業分野の企業の技術力、財務
的健全性、経営能力を引き上げて国際競争力を強化するための「産業レベルアップ」計画が事実上中小企業
振興とみなすことが可能である。「産業レベルアッププログラム」という、投資やコンサルティングを行う企業の
投資促進のために補助金が出されている。APIは国内で10人以上の従業員を雇用している製造業企業5,400
社すべてに関する基礎情報を、その24の地方事務所を通じて収集してデータベース化し、下請け促進を行っ
ている。FIPAは国内外の企業のマッチングやトレードフェアなどといった投資促進業務を行っている。

Economic Competitiveness Development Policy Loan により、市場競争の促進、商業登記の簡素化を実施し、現在税金還付制度の合理化、許認可制度の簡素化、資本金の引き下
げに取り組んでいる。

中小企業の実態

1960年代から現在に至るまでの長期にわたって、年平均5％以上の成長を続けており、中進国の仲間入りを
果たしつつある。独立以来、貧困率は40％から7％へと著しい減少を見せ、平均余命は50歳から70歳へとのび
た。現在の初等教育就学率もほぼ100％を達成し、女性の社会進出も進んで現在は全労働人口の1/3を占め
るようになっている。

チュニジアは多国間繊維合意(MFA)の枠組みを利用し、海外直接投資を他国に
先んじて受け入れることによって西ヨーロッパへの繊維・衣料品の輸出を伸ばし、
アジア諸国や中・東ヨーロッパ諸国との厳しい競争の中、2000年には西ヨーロッパ
市場の3.7％を占めるに至っている。しかしながら順調な国内経済の成長にも関わ
らず、失業者数は49万人、失業率は15％であり、そのうち半数が25歳以下となっ
ており、大学卒業者の失業率は20％となっている。さらに、2008年のEU市場統合
の結果、12万人の職が失われる、という見通しがもたれている。
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チュニジアの金融事情

（１）金融システム全般 （５）中小企業の現状

（６）ドナーの姿勢

（３）金融機関の姿勢

（２）政府・中銀の姿勢

（４）マイクロファイナンス

企業経営は透明性に欠け、財務諸表の公表も不十分で
ある。貧しい人々、特に女性企業家は、起業するに当
たって資金不足に直面している。

国際的なNPOであるGrameen Foundation USA(GFUSA)
は、52機関とネットワークを構築し、世界22カ国にお
いてMFIｓに対する信用保証等を行っている。その
他、企業育成の途上で企業が長期資金を必要とする場
合は、同基金も出捐するVCを通じた資金提供も行って
いる。
IFCは、同国最大の民間金融機関であり企業・中小企
業金融を手懸けるBIATへ劣後ローンを提供して支援し
ている。

チュニジアでは政府系金融機関が中心的な役割をはた
しているが、競争力強化のため漸次民営化される方向
にある。現状、14の商業銀行が活動しており、工業部
門のプロジェクト金融に積極的な8開発銀行と8オフ
ショア銀行が存在する。その他、100以上の投資銀行
と20以上のVCがあり、VCは金融セクター中で最も改革
に積極的と言われている。
商業銀行は、良好な経済と対象的に、不良債権
（NPLs）の負担に苦しんでいる。01年には19％まで低
下した不良債権は、観光産業の不振等もあり02年は
22％に増加している。しかし、商業銀行の引当金積み
増しは02年でも44％と低調である。法的処分には長期
間を要すると予想されるにも拘わらず、必要な引当金
を計算する上で不動産担保に過剰に依存しているため
である。このことが金融仲介機能のコスト高騰を招
き、中小企業の金融へのアクセスを阻害し、チュニジ
アの金融制度への不信を惹起している。
その他、銀行及びノンバンク金融機関の課題として
は、経営の透明性、財務諸表の公表に加え、コーポ
レート・ガバナンスが挙げられる。

政府は、金融システムの監督強化、公営銀行の
不良債権の減少と引当金の増加、金融市場のイ
ンフラと法制度の近代化等を目的とした重要施
策を実施しているが、企業の金融へのアクセス
には依然問題が多い。03年には、銀行・ノンバ
ンク金融機関のガバナンスと信頼性確保を目的
として、テロ対策・マネーローンダリング関連
法案が成立させた。更に、企業経営の透明性と
報告の正確化を目的に民間部門の会計・監査に
係る法案を準備中である。

中小企業の信用力を補完するため、国家保証基金
（Fonds Nasional de Garantie）が81年に設立され、
企業設立や成長資金の調達のための信用補完の他、輸
出信用等も行なっている。保証割合は１/２～3/4であ
り、民間VCの出資への保証も行なう。国家保証基金は
中小企業発展に重要な役割を果すとの期待が高いにも
拘らず、過去の基金の経営姿勢には問題もあり、十分
に機能してこなかった。その結果、中小企業の金融へ
のアクセスは妨げられ、保証料が3％と継続的に基金
を利用するには極めて高いこともあって、問題となっ
ている。

工業部門や中小企業金融を専門とする金融機関はな
く、また、商業銀行の中小企業向け貸出は大きくはな
い。90年以降、公的及び民間のVC（Societes d’
investissment a Capital Risque:SICAR）の設立が続
き、特に中小企業への出資等を通じて民間セクターの
開発を支援している。欧州投資銀行（EIB）等からも
出資のための資金を得ており、主に工業とサービス部
門の中規模プロジェクトに出資するほか経営指導も行
なっている。SICARの活動は評価されているものの、
比較的新しいにコンセプトでもあり、未だ民間部門に
普及しているとは言えない。

アラブ世界には９の中心的なマイクロファイナンス機
関がある。90年に設立されたチュニジアで主力のENDA
Inter-Arabeもその一つであり、95年よりは主に都市
部の貧困層の女性を対象としてマイクロファイナンス
を供与している。
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制度・政策、ビジネス環境　国別要約表
国名：トルコ 中小企業数、中小企業の産業に占める割合等

年
人口 2004 7,130万人
一人当たりGNI 2004 3,770ドル
インフォーマル経済の対GNP比 2004 32%
産業別比率 農業 2004 12.9%

鉱工業 2004 22.4%
　　　製造業 2004 13.9%
サービス業 2004 64.7%

経済・社会に関する特記事項

中小企業政策・制度指標 ビジネス環境指標 トルコ OECD平均
　　中小企業基本法の有無 無し 　　起業所要日数 9日 19.5日

　 　　起業のコスト（対一人当たり所得比） 27.7% 6.8%
　　政策立案担当省・局 工業貿易省の下部機関として中小企業開発機構（KOSGEB、 　　ライセンスの手続き数 32 14.1

1990年創設）があり、データ整備やBDSを提供 　　ライセンスの手続き費用（対一人当たり所得比） 368.7% 75.1%
　　中小企業振興にかかる予算額 n.a. 　　法人が年間に払う税の項目数 18 16.9
　　中小企業・産業振興組織 詳細不明。貿易振興機関として貿易庁管轄の「輸出促進セン 　　税務所要時間 254時間 197.2時間

ター（IGEME）」 　　輸出所要日数 20日 12.6日
　 　　輸入所要日数 25日 14.0日
　　

中小企業政策・制度にかかる定性的評価及び支援ニーズ ビジネス環境にかかる定性的評価及び支援ニーズ

中小企業の実態にかかる発展段階 2
中小企業政策・制度にかかる発展段階 2
ビジネス環境にかかる発展段階 2

他ドナーによる支援アプローチ
・世銀-IFC 「ビジネス環境改善」を重要課題の一つに設定して、銀行セクターの制度的枠組みの改革・強化を図るとともに、中小企業の設立・運営に係わる行政手続きの簡素化・透明化に

係わるコンサルテーション等を実施している。なお、EU加盟を目指すトルコの方針に配慮してEUの支援プログラムとの協調を重視している。
IFCは輸出指向の中小企業に対する融資・投資を進めている。

・EU EU加盟交渉国として、連携強化に備えた民間セクター支援を実施。トルコの中小企業がEU市場にアクセスしやすくなるように、ユーロ・インフォ・センター(EIS）を数箇所、設置して
情報提供やアドバイスを行うなどの支援を実施している。

わが国による支援アプローチの提言

我が国にとっても地政学的に重要な人口7,000万人を超える大国で、日系進出企業も（輸送）機械関連を中心に60社を超える。欧州との政治・経済的統合と産業連携強化が強まる中で、トルコ経
済や日系企業にとっての製造業を中心とするトルコ中小企業の重要性は増加すると予想される。中小企業政策・制度について、大枠が整備されつつあるが、包括的な戦略策定や、個別施策につ
いての知識・ノウハウは不足していると考えられることから、中小企業政策専門家による政策対話や研修、中小企業診断制度の知識提供や制度確立・普及に係わる支援を一定規模の範囲内で
行うことが効果的と考えられる。

KOSGEBの設置と公的BDSの提供などによる一定の中小企業政策の策定・実施が行われている。特に、輸出
指向型・技術指向型の中小製造企業育成の必要性が指摘されている。また、経済全般については、規制緩和
と民営化の推進、投資促進に資するビジネス環境改善、を進める方針である。しかし、中小企業に係わる基礎
的データの継続的な収集・更新や、それらに基づく包括的な中小企業政策の策定、中小企業基本法の制定は
行われておらず、中小企業振興に係わる基本戦略の策定や民間の中小企業振興機関やBDSの育成・活用な
どの具体的な施策の設計・運用を今後、進める必要があると考えられる。

国営セクターの民営化や民間セクターの成長に伴い、全体的なビジネス環境は
改善している。最近では事業所の開業率と廃業率が増加しているとのデータがあ
り、中小企業のダイナミズムが徐々に増加している模様。しかし、ビジネス全般に
わたる行政手続きの煩雑さや不透明さ、汚職の問題などは依然として残ってお
り、さらなるビジネス環境改善が必要とされている。

中小工業開発機構（KOSGEB）が、零細（10名未満）、小企業（50名未満）、中企業
（200名未満）を定義。製造業では、10名未満の零細が企業数で約95%、従業員数
で約30%を占め、これを含めた小規模企業が企業数の98%、従業員数の50%、付加
価値額の15%を占める。ただし、データが古く更新されていない。

中小企業の実態

人口が多く国内需要規模が大きいこともあり、未成熟の国内市場を主な顧客とす
る零細企業が大半を占める。主な零細製造業の分野は金属加工、木工製品、繊
維・縫製・皮革、食品加工で、中小企業でも木工製品を除き同様のセクターが主
体である。EU統合に向けて、中小企業の競争力向上と輸出促進が重要課題とさ
れ、KOSGEBがBDSを強化しているが、どの程度の改善が進んでいるかは不明
（疑問）である。

2000～2001年の金融危機を克服して堅調な経済成長を実現しつつ、2004年からインフレ率抑制（1桁台）に成
功するなど良好な経済パフォーマンスを維持している。アジアと欧州の境にある地政学的な重要国でNATOと
OECD加盟国でもあるが、EU加盟交渉国として欧州との連携強化が基本的な流れ。
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トルコの金融事情

（１）金融システム全般 （３）金融機関の姿勢 （６）ドナーの姿勢

（４）マイクロファイナンス

（２）政府･中銀の姿勢 （５）中小企業の現状

注１）およそ400千社に貸出、但し貸出金額の大半はマイクロファイナンスレベル以上である。

元来、新たにEUに加入した10カ国の、発展の遅れてい
る中小企業をEUレベルにまで引き上げることを目的と
したEUの支援メカニズムが、トルコの中小企業金融に
も拡大されている。MEDA の支援もうけて、02年4月以
降、欧州開発銀行評議会（CEB）とKfWとが支援メカニ
ズムを管理・運営している。参加銀行やリース会社
は、EBRDやCEB、欧州投資銀行（EIB）其々から保証や
実行費用の補填を受けるほか、技術支援と合わせて貸
出資金の供給を受ける。投資の場合は、PHAREからの
出資のほか、EBRDからも資金が投資基金経由で供給さ
れる。
一方、世銀は女性が経営する企業の金融支援等を行
なっている。

金融危機とEU加盟を意識して01年に銀行法が改正さ
れ、その後、IMFプログラムに基づく法整備を進め、
05年には新銀行法、税制改革法が施行された。
大手国営及び民間商業銀行の寡占的な状況が続いてい
た金融市場も、順次自由化されサービスの効率化が進
められている。銀行の総資産に占める国営商業銀行の
シェアーが34.9％（04年末）と高いのは、国営商業銀
行の役割が、農業や中小企業向け金融の円滑化という
設立目的から拡大し、より一般的な商業銀行としての
機能が拡大しているためである。
国営銀行の低利貸出が財政圧迫要因ともなっており、
長らく改革論議がされてきたが01年の国営銀行民営化
関連法で整備が進んだ。現在、資産第一位の金融機関
は国営ジラート銀行（農業関連）であるが、２位以下
には民間4大商業銀行が続いている。
公的部門の財政赤字補填のための資金需要が強いこと
で市場金利の高止まりが続いているのみならず、証券
市場に加え、商業銀行でも総資産に占める公的部門へ
の与信割合が過半数を超え、民間部門の資金調達を圧
迫している。それでも賄いきれない公的部門の財政赤
字の補填を海外資金の取り入れに頼る構造は長らく変
わっていない。

トルコ政府の現状の関心は、もっぱらEU加盟に向けた
国内基盤整備にあり、金融制度に係る主な施策には、
①外部ショックに対して脆い銀行システムの強化、②
EUの要求水準までトルコの金融セクターの向上、③ノ
ンバンク分野の成長促進のため法的環境整備等であ
る。
トルコ政府の金融環境整備努力に呼応して、EU側は、
後記の通り、各種の機関や制度を通じてトルコの中小
企業の金融支援等に乗り出している。

一般に銀行貸出の80～90％は担保付であり、かつ、企
業登録した企業にしか貸付けない。
マイクロファイナンスに関する金融機関の対応は分か
れており、マイクロファイナンスの需要は限界的と捉
える金融機関もあれば、その潜在性に注目する機関も
ある。従来、NGOやその他機関がマイクロファイナン
スに携わることは殆ど無く、Halkf Bank （国営の庶

民銀行）
注１）

、Ziraat Bank（国営の農業銀行）や
Vakiflar Bankが女性零細企業者等へ貸出をしていた
に過ぎない。

８百万人以上の女性がインフォーマルセクターで働い
ており、しばしば家族の主たる収入者であるが、法外
な金利をとる金融業者でさえ女性には貸したがらな
い。トルコのMFIｓは、小さな自営業者に加え、財務
省や商業・手工業省に登録したおよそ3.6百万の零細
企業を対象にしている。なお、銀行は個人・零細企業
分野はそもそもコスト高であり、担保が無い限りリス
クが高いとして、貸出には消極的である。

小企業者は、小企業にとって割高な税金の課税対象者
になることを危惧して事業登録に消極的であり、一
方、未登録であることが必要な金融が受けられない原
因の一つとなるジレンマを抱えており、企業の成長を
妨げている。
01年の金融危機で悪影響をうけた経済にも成長の兆し
が見えつつあるものの、トルコの金融情勢は既述の通
りのあり、企業数の95％、雇用者の40％を占める中小
企業が発展し続けるには、金融アクセスの一層の改善
が求められる。
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制 度 ・政 策 、ビジ ネ ス 環 境 　国 別 要 約 表
国 名 ：ウ ガ ンダ 中 小 企 業 数 、中 小 企 業 の 産 業 に 占 め る割 合 等

年
人 口 2005 2,530万 人
一 人 当 た りGNI 2005 270ドル
インフォー マ ル 経 済 の 対 GNP比 2005 43%
産 業 別 比 率 農 業 2004 32.2%

鉱 工 業 21.2%
　　　製 造 業 9.2%
サ ー ビス 業 46.6%

経 済 ・社 会 に 関 す る特 記 事 項

中 小 企 業 政 策 ・制 度 指 標 ビジ ネ ス 環 境 指 標 ウ ガ ンダ OECD平 均
　　中 小 企 業 基 本 法 の 有 無 な し 　　起 業 所 要 日 数 36日 6.5日
　　政 策 立 案 担 当 省 ・局 　　起 業 の コス ト（対 一 人 当 た り所 得 比 ） 118% 6.80%

　　ライセ ンス の 手 続 き数 19 14.1
M id-term Competitiveness Strategy Secretariat 　　ライセ ンス の 手 続 き費 用 （対 一 人 当 た り所 得 比 ） 861.80% 75.10%

　　中 小 企 業 振 興 に か か る予 算 額 n.a. 　　法 人 が 年 間 に 払 う税 の 項 目 数 31 16.9
　　中 小 企 業 ・産 業 振 興 組 織 Uganda Investment Authority　（UIA) 　　税 務 所 要 時 間 237時 間 197.2時 間

Management Training and Advisory Centre 　　輸 出 所 要 日 数 58日 12.6日
　　輸 入 所 要 日 数 73日 34日

　　
中 小 企 業 政 策 ・制 度 に か か る定 性 的 評 価 及 び 支 援 ニ ー ズ ビジ ネ ス 環 境 に か か る定 性 的 評 価 及 び 支 援 ニ ー ズ

中 小 企 業 の 実 態 に か か る発 展 段 階 1
ビジ ネ ス 環 境 に か か る発 展 段 階 1
中 小 企 業 政 策 ・制 度 に か か る発 展 段 階 1

他 ドナ ー に よる支 援 ア プロー チ

・世 銀

・SIDA
・USAID
・EU＆ Austria
・DFID

わ が 国 に よる支 援 ア プロー チ の 提 言

商 業 的 農 業 経 営 、建 設 、製 造 業 及 び 観 光 従 事 す る、正 規 に 登 記 した 企 業 約 1500
社 の うち、83％ が 10～ 49人 の 企 業 、7％ が 50人 ～ 100人 の 企 業 、10％ が 101人 以
上 の 企 業 となって い る。インフォー マ ル な 企 業 数 を あ わ せ ると16万 の 企 業 が 存 在
す ると推 定 され て い る。

1991 年 の 投 資 法 で UIAが 設 立 され 、投 資 家 に 対 して ワ ン・ス トップ・サ ー ビスとして
機 能 す る一 方 、外 資 100％ の 外 国 直 接 投 資 を 認 め て い る。しか しなが ら、税 関 ・貿
易 や 輸 出 に か か る制 度 面 の 不 確 定 さや 汚 職 、検 査 業 務 に か か る時 間 と金 が 問 題
視され て い る。企 業 登 記システムは煩雑で 、不動産 の 登 記システムは不備で あ
る。商 業 関連法 規は不備で あ り、税 関 の 検 査システムも遅れ て い る。この ように 、
ビジ ネ ス 環 境改善の ニ ー ズは大き い 。

Mid-term Competitiveness Strategyを実施す るSecretariatが 存 在 しており（EU及 びオー ス トリア が 支 援 ）、同戦
略は「零細 ・小 企 業 」及 び 「貿 易 ・グローバリゼーション」を含んでい るもの の 、各省 との意思決定 プロセ ス に明
確 に 組み込まれ ておらず、政 策 の 一元化が な され てい な い 。世 銀も政府ではなく業界団体であ るPrivate
Sector Foundation Ugandaを プロジェクトの 実施組 織 として利用 しており、上 記 Secretariatは諮問委員会 のメン
バー とな ってい る。

PR IVATE SECTOR  EXPORT COMPETITIVENESS IIに より、輸 出 の ライセ ンス ・証明書 ・税 関 手 続 きの簡素化、商 業 関連法 や 登 記 制 度 の改善及 び 関連機 関 の 能力強化、業界団体
で あ るPrivate Sector Foundation Ugandaの強化を行って い る。Second Private Sector Competitiveness Pro ject で 、ビジ ネ ス関連の司法システムの改善、投 資促進サ ー ビスの強
化、土地登 記 制 度 ・土地情報の改善、企 業 登 記システムの 合理化 ・効率化、商 業 関連法 の改善支 援 を行ってい る。

中 小 企 業 の 実 態

87年 以来世 銀 ・IMFの 支 援 を 得 て、構造調整政 策 を積極的 に 推進し、軍人 及 び公務員の削減、農 産物市場全
般の自由化等 に より、マクロ経 済は安定 して い る。外 国 直 接 投 資 の 環 境は周辺国 に 比較して よい た め 、非伝
統的 農 産物が欧州に 輸 出 され て い ることか ら、低い労働賃金 を利用 した 農 産加工品の生産 ・輸 出 のポテン
シャル が高い 。

70%の 企 業 が 起 業 家個人 やその 家族が 所 有 して い る。熟練労働者の 不足、経 営
能力の欠如、低レベル の生産システムなどが 、生産 性 の低さや低い稼働率 を招
い ており、労働者一 人 あ た りの付加価値が低い 。政府や ドナ ー に よる支 援 にも関
わ らず、民間 セクター の競争力は低く、起 業 家 の育成は進んでおらず、消費者の
ニ ー ズ に応える製品 ・サ ー ビス の 提供が でき てい な い 。

零細 ・小 企 業は財務 ・計画 ・経 済開発 省 (企 業 局／MSE 政 策ユニ ッ
ト)。中 ・大企 業は観 光 ･貿 易 ･工 業 省 （工 業 局 ）

地方部における企 業 登 記 制 度改善

SME振 興 政 策 を 立 案 ・実施す る組 織 が 事 実 上 な いことに加え、SME振 興施策 を実施す る以前に ビジ ネ ス 環 境 や 制 度 上 の 問 題 が山積して い ることか ら、ビジ ネ ス環 境 上 の 問 題 をまず解決す るべき
で あ る。多くの ドナ ー が 本分野に 関 わ って い ることか ら、わ が 国 が 本分野に 関 わ る場合はまず援助調整に留意すべきで あ るが 、その 上 で 税 関 や 法整備等 の 特 定 の分野で支 援 を必要 として い るも
の に注力す ることが望ましい 。また 、イ ンフォー マル 企 業 の フォー マ ル化を促す た め にも、インフォー マ ル 企 業 か ら見た 制 度 の欠陥を常に ウ ォッチ す る仕組みを 政府部内に作って 、ビジ ネ ス 環 境改
善につなげることも一 案 で あ る。

土地登 記 制 度 の改善支 援 。
Uganda Investment Authorityに 対 す る支 援 、企 業 登 記 及 び知的財産 所 有権保護法 に 関 す る支 援
Mid-term Competitiveness Strategy Secretariatの 組 織強化、戦略の 実施支 援
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ウガンダの金融事情

（１）金融システム全般 （３）金融機関の姿勢

（６）ドナーの姿勢

（４）マイクロファイナンス

（２）政府･中銀の姿勢

（５）中小企業の現状
地方に住む多くのウガンダ人には銀行はなじみが薄
く、銀行の商品を使いこなすには時間が掛かる。上記

注１）プルーでンシャル規制、銀行監督の強化、決済システム改善、NPL解決施策等

注２）  EUとウガンダ政府がマイクロファイナンス支援のために設立した基金のプログラム（99年～07年）

の通り、地方の零細・小企業は金融サービス面で、質
量両面で多くのハンハンディキャップを負っている。
99年のDistrict Resource Endowment Profile Survey
によると、地方では79％の人は高利貸し、親戚、講か
ら借りており、都市の41％に対して、地方では8％の
人が銀行口座を持っているに過ぎない。また、ある
NGOの調査によると、中小企業の直面する問題のう
ち、金融に関しては、①手ごろなマイクロファイナン
スや投資資金調達の機会が限られている、②大半の商
業銀行や小額貯蓄機関が提供する商業ベースの短期貸
し金利は相対的に非常に高い、との結果が出ている。
04年末現在の商業銀行の金利は年18～22％、小額貯蓄
機関では26～42％にも達している。

中小企業金融に関連しては、様々なドナーが主にマイ
クロファイナンスを支援している。EUはインフォーマ
ル金融セクターと銀行との連携支援を含め、SUFFICE
注２）が管理するマイクロファイナンスを支援し、
DANIDA（デンマーク）はマイクロファイナンスや地方
金融関係者の訓練を支援し、UNDPはマイクロファイナ
ンスの法的枠組み作りとコミュニティ預金・信用機関
の設立を支援する他、USAIDは零細・中小企業の事業
及び金融へのアクセスの技術支援を行なっている。

70年から80年代初めにかけての経済戦争や内戦、社会
不安で、企業の生産力が破壊され労働モラルも喪失し
たが、金融機関も甚大な被害を受け、強い影響力を持
つ無節操な高官の干渉、多額の不良債権累積や流動性
不足に苦しんだ。その結果、高い管理コストや営業・
貸出コストを顧客に課す構造が現在も続いている。
ウガンダには産業銀行も農業銀行に類する機関も無
く、もっぱら15の商業銀行等の金融機関が金融サービ
スを提供している。しかし、金融機関の提供する貸出
や当座貸越等のサービスは金利が高く、高金利に耐え
られる企業は元来少なく、99年以前には支払不能の企
業も続出した。その一方で、商業銀行の多くは余剰資
金に悩んでいる。
East African Development Bank ltd (EADB)および
Uganda Development Bank (UDB)が開発銀行として、
中小企業へも長期資金貸しを行っている。また、一部
の商業銀行はリース業務も営み、企業の当初資金の負
担軽減に貢献しているが、リースの利用が進んでいる
とは言い難い。なお、為替や金利が完全に自由化さ
れ、資金移動も自由である。

中銀の権限が強化されて、商業銀行、信用機関及びマ
イクロファイナンス資金調達のため小口預金受け入れ
ている機関等への経営の管理・監督を行なっている。
政府は、金融改革を実施して、商業銀行の中小企業向

け貸出の増加を目的に環境整備注１）を行っているほ
か、資本市場の改革や商業裁判所、商業登記、商法等
の改革にも乗り出している。
また、Micro and Small Enterprise Policy Unit
(MSEPU)を設立して政策策定や中小企業強化に勤める
ほか、適切な金融供与を関係機関へ働きかけている。
その他、世銀の融資支援を受けて、中小企業向けリー
スや資本出資も含めた金融サービスの拡大にも努めて
いる。

金融サービスが受けられるのは都市部の利用者に限ら
れている。零細企業や中小企業の大半は地方に存在す
るが、大手銀行は、地方支店の維持費が高く収益性が
悪いこと、インフラが良くないこと、対象とする顧客
が存在しない等を理由に地方への支店展開に消極的で
ある。更に、中間管理者層の人材が不足しており、法
令を遵守しつつ営業し、競争の中で生き残ることで精
一杯であり、店舗展開の優先順位は低い。その結果、
Centenary Rural Development BankやCommercial
Microfinance Limitedを除いて地方での金融サービス
体制は不十分であり、
金融機関の企業向け貸出姿勢には、大きなバラツキが
ある。貸出判断は企業の投資計画の実現性・実効性や
借入人の性格・経営力に由る面も大きく、借入人のそ
の他からの資金調達力や担保力も反映する。

マイクロファイナンスを提供する機関としてはNGOの
ほか、地域機関（Community-based Organizations）
や信用組合がある。政府はMicro Deposit Taking
Institutions Act of 2004を制定して全国に散在する
多くのMFIsを中銀の管轄下に置いた。同時に、隠れて
営業するMFIへの監視を強めている。MFIは、後日貸し
付けるとの約束のもとに地方や都市の貧しい企業者か
らの小口預金を集めているが、貸出金利が高く、返済
猶予期間も１～2週間と短いので投資資金としては不
向きである。このような状態では、中小企業の発展や
小規模な経済の成長への貢献には限定があるが、ウガ
ンダでは、依然、都市や地方の貧しい企業家の金融手
段であり続けると思われる。
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制 度 ・政 策 、 ビ ジ ネ ス 環 境 　 国 別 要 約 表
国 名 ：ウ ク ラ イ ナ 中 小 企 業 数 、中 小 企 業 の 産 業 に 占 め る 割 合 等

年
人 口 2003 4 ,840万 人
一 人 当 た り G N I 1 ,260ド ル
イ ン フ ォ ー マ ル 経 済 の 対 G NP比 52%
産 業 別 比 率 農 業 2004 14 .1%

鉱 工 業 40.3%
　 　 　 製 造 業  -%
サ ー ビ ス 業 45.6%

経 済 ・社 会 に 関 す る 特 記 事 項

中 小 企 業 政 策 ・制 度 指 標 ビ ジ ネ ス 環 境 指 標 ウ ク ラ イ ナ O EC D平 均
　 　 中 小 企 業 基 本 法 の 有 無 「小 企 業 と 起 業 家 支 援 に 係 わ る 法 律 」（2000年 ） 　 　 起 業 所 要 日 数 15日 19.5日

「小 企 業 の 発 展 支 援 国 家 プ ロ グ ラ ム に 係 わ る 法 律 」（2001年 ） 　 　 起 業 の コ ス ト （対 一 人 当 た り 所 得 比 ） 10.6% 6 .8%
　 　 政 策 立 案 担 当 省 ・局 経 済 ・欧 州 統 合 省 企 業 調 整 局 　 （人 員 数 は 数 名 ） 　 　 ラ イ セ ン ス の 手 続 き 数 18 14 .1
　 企 業 活 動 調 整 国 家 委 員 会 （SC O RPE) 　 　 ラ イ セ ン ス の 手 続 き 費 用 （対 一 人 当 た り 所 得 比 ） 229 .4% 75 .1%
　 　 中 小 企 業 振 興 に か か る 予 算 額 振 興 予 算 は 少 な い と 見 ら れ る 　 　 法 人 が 年 間 に 払 う 税 の 項 目 数 84 16 .9
　 　 中 小 企 業 ・産 業 振 興 組 織 ① 　ウ ク ラ イ ナ 起 業 支 援 連 盟 (1996年 創 設 の NG O ) 　 　 税 務 所 要 時 間 2,185時 間 197 .2時 間

② 　ウ ク ラ イ ナ 産 業 ・企 業 家 連 盟 （大 企 業 の 連 盟 だ が 、 SM E振 興 を 　 　 輸 出 所 要 日 数 34日 12.6日
　 　 重 要 課 題 と し て 位 置 づ け て 活 動 ） 　 　 輸 入 所 要 日 数 46日 14.0日
　 　

中 小 企 業 政 策 ・制 度 に か か る 定 性 的 評 価 及 び 支 援 ニ ー ズ ビ ジ ネ ス 環 境 に か か る 定 性 的 評 価 及 び 支 援 ニ ー ズ

中 小 企 業 の 実 態 に か か る 発 展 段 階 2
中 小 企 業 政 策 ・制 度 に か か る 発 展 段 階 1～ 2
ビ ジ ネ ス 環 境 に か か る 発 展 段 階 1

他 ド ナ ー に よ る 支 援 ア プ ロ ー チ
・USA ID 　 同 国 に 対 す る 2国 間 支 援 の ト ッ プ ド ナ ー だ が 、 過 去 の 失 敗 の 経 験 か ら 政 府 部 門 に 対 す る 政 策 ・制 度 面 で の 直 接 的 な 支 援 は 実 施 し て い な い 。 BD Sプ ロ バ イ ダ ー で あ る 「B IZPR O 」
　 　 の 育 成 ・強 化 を 通 じ て 、 地 方 （市 ）政 府 と の 関 係 強 化 を 行 い 、 大 都 市 と 地 方 都 市 （全 国 80都 市 ）で の 具 体 的 な SM E振 興 支 援 を 実 施 す る こ と で 、 当 該 地 方 政 府 の 政 策 ・制 度 設 計 ・
　 　運 用 の 強 化 を図って い る 。 他 に もビ ジ ネ ス ス ク ー ル 強 化 や 農 業 マ ー ケティン グ プ ロ ジ ェク ト 等 の B DS強 化 を始 め と す る 政 策 ・制 度 面 以外 の 支 援 ア プ ロ ー チ を 重 視 し て い る 。
・EU-TAC IS 　 ① SM E設 立 ・活 動 に 係 わ る 政 府 の 許認可 プ ロ セ ス 、 ② 中 小 企 業 政 策 に 係 わ る 制 度 的 課 題 の 改革 、 の 2つ を 重 要 課 題 と し て プ ロ ジ ェク ト を 展 開 。上 記 の 2つ の 政 府 機 関 を C Pと

　 　 し て専 門 家 派遣や トレー ニ ン グ 等 に よ る 政 策 ・制 度 設 計 ・運 用 能力向上 を図って い る 。 同 時 に 、 ADFと い う B DSプ ロ バ イ ダ ー を 直 接 、 設 立 ・運営 支 援 を し て SM Eに 対 す る トレー
　 　 　 ニ ン グ や 企 業 家 、 政 府 関 係 者 に 対 す る啓蒙 ・教 育 を 実 施 し て い る 。
・IFC 　 1988年 まで 「SM E民営 化 」に 関 し て 6,000社 の 民営 化 （オ ー クション ）を 実 施 す る形 で 地 方 政 府 の SM E振 興 策 を 支 援 。そ の 後 、 SM E振 興 に 係 わ る 政 策 ア ド バ イ ス を コ ン サ ル タン ト

　派遣 を 通 じ て 実 施 。 同 時 に 、 地 方 レベ ル で の B D S振 興 を EU-TAC ISと協 調 （地 域 的 棲み分 け ）を 行 い な が ら 実 施 。また 、許認可 プ ロ セ ス などを含 め た 制 度 的 問 題 （ビ ジ ネ ス 環 境 ）
　 　 に 係 わ る分析 ・提言 を継 続 的 に 行 い 、 政 ・官 ・民各界 の 啓蒙 ・啓 発 を 行 って い る （旧ソ連 地 域 に お け る IFC の 同 様 調 査 が 世銀 Do ing  B usinessの 原型 と 見 ら れ る ）

わ が 国 に よ る 支 援 ア プ ロ ー チ の 提言

上 記 2つ の 政 府 機 関 が 政 策 ・制 度 の 整 備 ・運 用 を 行 う こ と に なって い る が 、 人 員 数 、 予 算 、 組 織 ・人 的 能力 の い
ず れ も脆弱 で あ り 、効果 的 な 政 策 実 施 は 行 わ れ て い な い 。 SM E振 興 の 重 要 性 が 近 年 、 強 調 され て い る が 依
然 、大 国 ・大 企 業 ・国 営 企 業 主義 か ら脱せず 、 政 府 の 規 制 ・干渉 が 強 く汚職問 題 も目 立 ち、自由 か つ公正 な競
争 環 境 を 実 現 す る上 で多くの 課 題 が あ る 。海外 ド ナ ー は 、 政 府 部 門 に 対 す る 政 策 対 話 ・提言 ・人 材 育 成 を 行 っ
て き た が 、ガ バ ナ ン ス の 弱さもあ ってそ の 効果 に 疑問 を呈 し て い る 。 EUや USA ID 等 の 主 要 ド ナ ー は 民 間 産 業
組 織 （NG O )や B DSプ ロ バ イ ダ ー 等 の 形 成 ・能力向上 支 援 を 通 じ た 間 接 的 な ア プ ロ ー チ に よ る 政 府 部 門 の 政
策 ・制 度 の 策 定 ・運 用 能力向上 に シ フ ト し てお り 、 こ の よ う な 支 援 ア プ ロ ー チ を参考 に す べ き で あ る 。

小 企 業 の 起 業 は 比 較 的 、容易 だ が 、正規 の 事 業 を継 続 的 に 実 施 し て い く上 で は
ラ イ セ ン ス 、 税 務 、 輸 出 入 等 の 面 で世界最悪水準 の 環 境 に あ る 。汚職や賄賂 の
問 題 に よ り ビ ジ ネ ス が 常 に イ ン フ ォ ー マ ル 化 しや す い状況 に あ り 、結果 と し て FD Iも
極 め て低水準 に 留まる 。 政 権 、 政 府 機構 、 行 政 プ ロ セ ス の 民主 化 、透明 化 を確 実
に 実 施 す る こ と が 先決 だ が 、 支 援 側 の 相 当 の コミッ トメン ト（投 入 、 コ ス ト 、 時 間 ）を
覚悟 す る必 要 が あ る 。 同 時 に 産 業 連 盟 、 セ クター 別 産 業 組 合 、 地 方 SM E組 織 、
B DSプ ロ バ イ ダ ー 等 の 民 間 セ クター 組 織 や NG O を 育 成 ・強 化 す る こ と で 、 ビ ジ ネ ス
環 境 改善へ の 動 き を 強 め る必 要 が あ る 。

EU統 合 を 目 指 す が 地 政 学 的 ・戦略 的 に 重 要 な 位 置 を 占 め る 大 国 で 、米 国 、 ロシア が 関 係 強 化 を模索 し我 が 国 に とっても経 済 連 携 強 化 の 面 か ら 無 視 で き な い 国 。各 ド ナ ー が 政 府 部 門 相 手 に 苦労
と 失 敗 を 重 ね て き た が 、 SM E振 興 に 係 わ る 重 要 性 の 認識 が 高まりつつ あ り 、 政 策 ・制 度 面 で の 継 続 的 な 政 策 対 話 、 人 的 交流 が 重 要 。米 国 （USA ID )と 連 携 しつつ 、 日 本 セ ンター （在キエフ ）の リソー
ス を 活 か し て我 が 国 の プレゼ ン ス を高 め ら れ る生 産 性 向上や貿易 ・投資促進 等 に 係 わ る 政 策 ・制 度 設 計 ・運営能力向上 支 援 を セ ミナ ー 、 トレー ニ ン グ 、 人 材交流 を 通 じ て 実 施 す る こ と が 有 効 。

SM Eは 国 営 企 業 民営 化 や 市 場 経 済 化 の 中 で 発 生 。従 業 員 50名 以下 を 「小 企
業 」、 51名 ～ 250名 以下 を 「中 企 業 」と 定 義 。小 企 業 は 22万 社 、雇 用 170万 人 。登録
済 個 人 事 業 者 は 120万 人 だ が 、 実 際 に は 倍以上 の 個 人 事 業 者 が い る と 見 ら れ
る 。そ れ でも就 業 者 数 全 体 か ら 見 る と 比 率 は き わ め て低 い （捕捉 率 が 低 い ？ ）。

中 小 企 業 の 実 態
SM Eの 多く（雇 用 ・売上 の 約 80%）が 小 売 ・卸売 ・飲食 業 の サ ー ビ ス 業 で 、 G DPや 産
業 構 造 に 占 め るシェア は 極端 に 小 さい 。 国 有 企 業 民営 化 や高 失 業 の 中 で 、 「やむ
な く」起 業 し た SM Eが ほ とんどで 、 市 場 経 済 化 で の ビ ジ ネ ス ル ー ル や 経 営ノウ ハ ウ
に 乏 し い 。 政 府 の SM Eに 対 す る 関 心も薄 か った こ と か ら 、極 め て脆弱 な外 部 環 境 ・
内 部 環 境 に 置 か れ て い る 。汚職撲滅や 法 的 ･制 度 的 環 境 を 整 備 に よ る 合 法 的 な
経 済 主 体 と し て の SM Eセ クター の 形 成 ･育 成 と 事 業 活 動 の 活 発 化 を図 る 基 本 的 な
枠 組 み 整 備 が 急 が れ る 。

旧ソ連 市 場 経 済 移 行 国 で ロシ ア に 次ぐ大 国 だ が 、最悪 の G DP規模縮 小 を 経 験 。良質 か つ低 コ ス トの 労働力 を
有 し豊 か な 農 業 ･牧畜 基 盤 が あ る が 、 重 工 業 ・国 営 企 業 偏 重 だ った 旧 体 制 か ら の 転換 が 遅 れ 、 イ ン フ ォ ー マ ル
セ クター 比 率 の 高さと 政 府 の ガ バ ナ ン ス水準 の 低さが 問 題 。FD I実 績も極 め て低 い 水準 。
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ウクライナの金融事情

（１）金融システム全般 （４）マイクロファイナンス

（５）中小企業の現状

（２）政府･中銀の姿勢

（３）金融機関の姿勢

（６）ドナーの姿勢

注１）02年は25.4％。なお、04年の預金利率は7.8％（02年は7.9％）

注２）6～10の企業では登録率が94.1％になる。（1999年MSI Survey and authors’ circulation）

は1994年以降、ウクライナ中央銀行（National Bank
of Ukraine; NBU）の協力を得て、12商業銀行に対し
て2ステップローン（1.55億ドル）の実行し、同時に
中小企業金融に係る制度設計や審査･融資業務の能力
向上支援を行っている。また、中小企業金融機関の一
つであるウクライナ･マイクロファイナンス銀行
（Micro Finance Bank; MFB）に出資をしており、MFB
は個人事業主や零細企業を主要顧客とし、15都市に支
店を開設して貸出残高は約6,000万ドルである。
その他、KfWはノンバンク金融機関やMFIsの支援を
行っている。

ウクライナには中銀の他に貯蓄銀行と輸出入銀行の２
行の国営銀行と約20の外資系銀行があり、うち6行は
100％外資であり、外資の出資攻勢が続いている。商
業銀行の預金は増加しているが、その一方、中銀が無
謀な貸出の増加を抑えるため自己資本規制を厳しくし
たため貸付が漸減している。また、中銀は、04年11
月、大統領選挙での混乱に伴う社会不安から預金の流
出が顕著になったことをうけて外貨交換の制限や預金
引出し制限を行なったが、05年1月解除した。
98年夏のロシア金融危機はウクライナにも波及し、短
期貸出金利が年平均54.5％まで上昇したが、99年以降
の財政・貿易収支等の改善とともに次第に落ち着きを
取り戻し、04年には商業銀行の通年平均の貸出金利は

17.4％
注１）

まで低下し、預金と貸出との金利差も縮小
している。

中小企業振興策については、後述する海外ドナーの支
援（借款及び技術援助）を得て、政府が法的･制度的
枠組みの整備にようやく取り組み始めたと言うのが実
態である。政治･経済的基盤の未整備などと共に、ウ
クライナの中小企業とって、金融も含め中小企業を取
り巻く外部環境は厳しい。

EBRDのTransition Report（2003年）によれば、大企
業に比し民営化の進んだ中小企業部門の評価は比較的
高いが、金融改革や証券市場など金融セクターでの評
価は相対的に低い。

中小企業に対する金融環境の整備も始まったばかりで
ある。中小企業向貸出を専門とするウクライナ･マイ
クロファイナンス銀行（Ukrainian Micro Finance
Bank: MFB）が01年から複数のドナーの協調支援を受
けて業務を開始している。金融システム及び株式市場
全般に整備が遅れ、ノンバンク金融機関の未発達も
あって、中小企業が事業活動に必要とする金融を得る
ことは容易ではない。

同国では、不適切な法制や高率な税金のためイン
フォーマルな経済が大きい。個人事業者では24.6%し
か事業登録をしておらず、1～5人の企業でも37.6％に

過ぎない
注２）

 。
IFCの調査によれば、事業活動に必要な資金を銀行か
ら借り入れる中小企業の割合は、固定資産投資につい
ては6％（零細企業は4%）、運転資金についても13％
のみであり、大多数の中小企業は内部留保等自己資金
の中から資金を捻出している。この傾向は企業規模が
小さいほど顕著である。また、仕入れや販売では現金
取引のほかにバーター取引も残っている。
ウクライナやモルドバの中小企業向け出資を主要業務
とするWNISEFによれば、中小企業（零細企業）の資金
需要は膨大で、まだまだ資金不足の状態にある。ま
た、中小企業のリースへの潜在的ニーズは高いもの
の、リース会社のサービスは不十分で利用条件が厳し
過ぎる。

EBRDの支援が大きな存在感をもっている。例えばEBRD
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制度・政策、ビジネス環境　国別要約表
国名：ベトナム 中小企業数、中小企業の産業に占める割合等

年
人口 2004 8,220万人
一人当たりGNI 2004 550ドル
インフォーマル経済の対GNP比 2004 16%
産業別比率 農業 2004 21.8%

鉱工業 40.1%
　　　製造業 20.3%
サービス業 38.2%

経済・社会に関する特記事項

中小企業政策・制度指標 ビジネス環境指標 ベトナム OECD平均
　　中小企業基本法の有無 JICA開発調査で提言されたが実現していない。 　　起業所要日数 50日 19.5日

新「企業法」（2000年）が国営企業や民間SMEを包括的に規定 　　起業のコスト（対一人当たり所得比） 50.6% 6.8%
　　ライセンスの手続き数 14 14.1

　　政策立案担当省・局 専門部局は存在しない。計画投資省（MPI）と工業省が主管。 　　ライセンスの手続き費用（対一人当たり所得比） 64.1% 75.1%
　　中小企業振興にかかる予算額 n.a. 　　法人が年間に払う税の項目数 44 16.9
　　中小企業・産業振興組織 民間中小企業を対象とする直接的な振興組織は無い。間接的に 　　税務所要時間 1,050時間 197.2時間

　－商工会議所等の政府系産業組織 　　輸出所要日数 35日 12.6日
　－民間起業家によるセクター別、地域別の小規模な産業組織 　　輸入所要日数 36日 14.0日
　　

中小企業政策・制度にかかる定性的評価及び支援ニーズ ビジネス環境にかかる定性的評価及び支援ニーズ

中小企業の実態にかかる発展段階 1
中小企業政策・制度にかかる発展段階 1
ビジネス環境にかかる発展段階 1～2

他ドナーによる支援アプローチ
・世銀・IFC 世銀は「国有企業改革支援」の中で、民間中小企業のビジネス環境改善に係わる政策・制度のあり方について限定的に支援。IFCは「Mokong Project

 Development Facility（MPDF）」（1997年以降）において、SMEへの直接的な経営コンサルティングや、SMEへのBDS機能強化支援を実施しているが、
政策・制度面での踏みこんだ支援は実施していない。

わが国による支援アプローチの提言

国家計画である「社会経済開発5カ年計画」が産業強化 ・育成に係わる方針 ・政策を規定している。JICA中小
企業振興計画調査（1999年）は、中小企業基本法の制定、振興組織の創設、金融制度の整備、日本の診断・
指導をモデルとした診断 ・指導士育成とサポーティング産業の育成を提案したが、現在の国家計画では中小
企業振興の重要性が謳われているものの、政策・制度面での具体的な施策展開については不明確である。人
材育成強化等の施策が展開され始めているが全体的に貧困対策・失業対策としての色彩が強く、競争力ある
民間セクター育成という前提に立った中小企業振興の具体的な政策・制度づくりが遅れている。

国営企業中心の制度、経済実態が長く続いたため、民間中小企業は国営企業に
対して全般的に不利なビジネス環境に置かれている。2000年施行の新企業法に
より、企業登記やライセンス面での改善が行われ民間セクター活動の活発化が見
られるが、公正かつ透明なビジネス環境創出のためには、同法の実施細則の制
定、税務を始めとする検査・査察の簡素化や縮減などの運用面での一層の改善
が必要である。我が国は「競争力強化のための投資環境整備に関する日越共同
イニシアティブ」を官民協力の形で実施中で、このフレームワークに沿った個別具
体的な支援の継続が重要。

我が国（JICA)は「市場経済化支援開発政策調査」（石川プロジェクト）、「法制度整備支援」、「中小企業振興計画調査」（1999年）等の実施により、政策対話と中小企業政策の策定・運用面での支
援を継続しており、他ドナーに比べて先行かつ優位性を持っている。また、日越共同イニシアチブが経済産業省と産業界 （経団連、在ベトナム日本商工会）の支援を受けて実施されており、日本と
の産業連携強化を前提とした包括的なビジネス環境改善、裾野産業育成 （SME振興）支援が検討されている。これらの過去、及び現在の支援アプローチの枠組みに基づき、ベトナム中小企業に
とって、より公正かつ透明なビジネス環境の創造と、各産業セクター及び個別企業の内部競争力強化に資する、より具体的な政策・制度の設計・運用支援を行うことが必要。その際、ホーチミン、
ハノイに設置された２つの日本センターのリソースを活かしつつ、政策対話や政策・制度の設計・運用強化につながるキャパシティ・ビルディング等の具体的要素を組み込むことが重要である。

暫定的なSMEの定義は、資本金 50億ドン未満、従業員200人未満。中小企業の定
義や統計整備が確立されていないために、中小企業の位置づけは不明確だが、
全企業数の内、資本規模別で90%を占めるなど非国営企業のほとんどすべてが
中小企業である一方、GDPへの寄与は極めて限定的と見られる。

中小企業の実態
国営企業とFDI企業がベトナム経済の中心で、国営企業民営化と民間企業の形
成が不十分。非国営企業の大多数が中小企業だが、家内工業的なものが多く製
造業の数が少ない上、企業に比べて自営業者が圧倒的に多い。新企業法施行で
新規起業件数が年間3,000社から2万社に増加したが、ベトナムに進出する工業
系FDI企業にとって部品産業や修理 ・サービス関連のサポーティング産業を担う中
小企業の不在は大きな投資阻害要因である。産業構造強化の面から製造業を中
心とする分野での中小企業の質 ・量両面での拡大・育成・強化が課題である。

1980年代後半からの「ドイモイ政策」の下で経済の自由化 ・対外開放を進めているが依然、国営セクターの重
要性が高い「多元セクター混合型経済」。市場経済への移行過程にあり基礎的な法律整備が進行中。日本が
最大の投資国かつODA供与国で、日本の民間製造業による産業連携強化の動きも顕著。
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ベトナムの金融事情

（１）金融システム全般

（５）マイクロファイナンス

（２）政府･中銀の姿勢

（６）ドナーの姿勢

（３）金融機関の姿勢

（４）中小企業の現状

（２）政府･中銀の姿勢

03年3月基準のIMFの調査。但し、６つの国営商業銀行と83の非国営銀行の調査

注２）海外在住ベトナム人からの資金支援もあるものの、多くて40億ドルと推測されている。

世銀・IFCグループはMekong Project Development
Facility(MPDF)を通じて、ホーチミン市にある銀行ト
レーニングセンターを活用し、中小企業の金融へのア
クセス向上を図っている。中小企業向け貸出の収益性
を向上するため、ベトナムの銀行に内在する障害を特
定・分析するところから始め、小規模銀行を訓練等も
行っている。また、ADBは、政府の中小企業開発貸付
の実施を支援するTAのため、KfWやAFD（フランス）と
の共同融資を行なっている。

ファイナンスカンパニーが５社、組合員向けに預金・
貸出業務を行なう信用組合（Credit Cooperatives）
が５２社あり、９５年には地方での預金吸収と小口貸
出の充実を目的とした中央人民信用基金が創設されて
いる。その下部組織には地域信用基金、地方信用基金
がある。95年にリース法が制定され、世銀によると、
02年末現在8社が中銀の管轄下でリース業を営んでい
る。

いない。銀行借り入れは期間の短い借入で日々の運転
資金を賄う程度であり、長期借入れはない。金融アク
セスが限定的な理由には、企業の多くが的確な事業計
画が作れず企業の会計が不透明では金融機関の融資判
断が難しいこと、担保不足等が企業側の要因として挙
げられる。

ベトナムの金融セクターは、未だ改革途上であり、中
銀は、銀行の監督強化を図る他、閉鎖や合併の促進、
漸次外資の資本参加を認めることで経営の安定化を目
指している。
国営商業銀行は融資、預金とも全体の70％以上のシェ
アーをもつが、未だ政策銀行的な要素を残し、融資判
断に国家が介入するなど商業ベースの経営とは言い難
い。非効率な経営と不良債権の累積が問題化し、政府
はIMF・世銀の支援のもと、資本注入も含めリストラ
を推進している。問題化の原因は、回収能力の低さに
加え、破産法制の未整備や裁判所の処理能力の低さに
もある。
債券市場は国債・政府機関債中心であり、00年に設立
された株式市場も、民間企業の多くが財務公開に消極
的なこと、国家証券委員会の厳しい上場審査のため発
展のペースが遅い。
貸出及び預金金利規制は順次撤廃され、02年6月以
降、銀行は中銀が毎月発表するベースレートに金利を
自由に上乗せできることになったが、貸出先による金
利差別化には繋がっておらず、民間セクターへの信用
供与の拡大に寄与しているとは言いがたい。
商業銀行の資金調達は短期資金に偏っており、中銀は
長期の預金に付いては短期より格段に低い預金準備率
を適用して調達期間の是正を図っている。更に、銀行
制度外に退蔵された資金の吸収を目的に改革を継続し
ているが未だ充分な成果は上がっていない。
なお、政府は、ベトナム経済のドル化防止のため、機
関投資家向けドル建て預金金利の上限を設けている
が、ホテルやレストランを中心とするドル流通の一般
化には歯止めが掛からなない。

中小企業金融に関しては、銀行の企業向け貸出を制限
するような自由競争の視点からは不合理な規制、リス

クの高さに不釣合いな貸出金利の上限規制、等を設け
た実績があるなど、政府の貸出推進政策は一貫性を欠
く。また、借入人のデフォルト時の担保処分に係る法
規の未整備、執行の困難性等制度の未熟性も指摘され
ている。
なお、05年3月、中小企業向けにハノイに第二の証券
取引所（HASTC）を開設した。

中小企業金融に関しては、銀行の企業向け貸出を制限
するような自由競争の視点からは不合理な規制、リス
クの高さに不釣合いな貸出金利の上限規制、等を設け
た実績があるなど、政府の貸出推進政策は一貫性を欠
く。また、借入人のデフォルト時の担保処分に係る法
規の未整備、執行の困難性等制度の未熟性も指摘され
ている。
なお、05年3月、中小企業向けにハノイに第二の証券
取引所（HASTC）を開設した。

銀行の貸出先に占める国営企業の割合は91年頃の80%

台から37.8%に低下してきている注１） が、依然、銀行
は国営企業への安易な貸出を好む傾向にあり、民間へ
の資金の流れを悪くしている。非国営企業部門向け貸
出では、農業や商業部門への短期貸しが多く、長期貸
しは国営銀行から国営企業に向けた、特に外貨による
貸出が多い。

民間企業の場合、資金需要の短期・長期を問わず、殆
どがインフォーマルセクターで調達している。主に

は、内部資金、株主や経営者・家族・友人注２）からの
借り入れ、顧客からの借入れや支払猶予である。JBIC
調査 では民間企業の55％しか銀行に借入れを打診し
て
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